
（参考資料）　久留米市の生活保護の動向

年度別データ H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
R6

R6.7末

被保護世帯数（平均） 4,739 4,917 5,097 5,205 5,166 5,118 5,213 5,289 5,291 5,287 5,324

被保護人員（平均） 6,409 6,570 6,709 6,781 6,672 6,549 6,559 6,615 6,538 6,469 6,483

市保護率　＊人員／推計人口 2.12 2.17 2.20 2.22 2.19 2.15 2.16 2.18 2.16 2.15 2.16

県保護率 2.60 2.58 2.54 2.50 2.46 2.41 2.38 2.35 2.33 2.32 2.31

全国保護率 1.70 1.70 1.69 1.68 1.66 1.64 1.63 1.62 1.62 1.62 ー

（↓↓被保護世帯の内訳）

被保護 高齢者世帯 2,077 2,244 2,383 2,522 2,589 2,605 2,679 2,757 2,808 2,810 2,873

被保護 母子世帯 281 278 278 286 261 253 252 252 238 228 211

被保護 障害者世帯 709 797 829 831 818 784 737 764 792 816 817

被保護 傷病者世帯 887 877 880 886 861 839 866 849 811 799 803

被保護 その他世帯 785 721 727 680 637 637 679 667 642 634 622

（↓↓その他関連データ）

市内高齢者数（4/1現在） 72,698 75,175 77,252 79,096 80,445 81,595 82,622 83,548 84,119 84,192 84,517

有効求人倍率（平均） 0.85 0.96 1.12 1.25 1.31 1.21 0.88 0.99 1.07 1.06 0.95

生活保護費（合計）＊千円 10,671,181 10,898,340 11,010,617 11,027,651 11,166,681 11,087,751 11,051,226 11,202,625 11,186,639 11,379,902 -

（↓↓扶助費の内訳）

生活扶助費 3,323,855 3,275,218 3,290,615 3,146,706 3,028,353 2,980,697 2,986,701 2,964,413 2,905,528 2,876,413 -

住宅扶助費 1,307,718 1,359,845 1,405,968 1,423,571 1,428,902 1,450,105 1,489,660 1,512,054 1,520,181 1,519,231 -

教育扶助費 63,319 62,963 60,171 59,024 52,363 43,285 46,513 41,999 38,964 36,057 -

医療扶助費 5,608,929 5,859,685 5,901,571 6,039,698 6,347,234 6,275,349 6,183,522 6,322,662 6,359,470 6,602,802 -

介護扶助費 291,335 267,389 272,416 289,013 281,246 267,008 282,245 294,814 295,727 280,719 -

その他扶助費 76,025 73,240 79,876 69,639 28,583 71,307 62,585 66,683 66,769 64,680 -



生活保護の年代別開始状況（年度別推移）
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生活支援第 1・2課で実施する就労に関する３事業の実施状況 

 

１ ①生活困窮者・②被保護者_就労準備支援事業 

 

 

 

 

 

◆ 就労準備支援事業実績    

   

参加登録者数 1 日の平均参加者数 

実施日数 
生活困窮者 生活保護者 （合計） 生活困窮者 生活保護者 （合計） 

R2 7 人 24 人 31 人 2.2 人 5.4 人 7.6 人 166 日 

R3 9 人 19 人 28 人 1.5 人 4.7 人 6.2 人 191 日 

R4 6 人 20 人 26 人 0.6 人 6.4 人 7.0 人 192 日 

R5 13 人 24 人 32 人 1.6 人 10.1 人 11.7 人 192 日 

【就労達成実績】 

令和 4年度：6名（困窮 1保護 5）、令和 5年度：15 名（困窮 5保護 10） 

 

２ ③被保護者_就労支援事業 

 

 

 

 

 

◆ 被保護者就労支援事業の実績 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

就労支援員の配置延べ日数

（配置人数×日数）Ａ 

1 名（月 18） 

216/人・日 

1 名（月 16） 

192/人・日 

1 名（月 16） 

192/人・日 

1 名（月 16） 

192/人・日 

支援者数  120 人 137 人 168 人 120 人 

カウンセリング回数 Ｂ 932 回 949 回 1,062 回 1,102 回 

就労達成者数 14 人 26 人 27 人 28 人 

1／人・日あたりカウンセリン

グ回数  Ｂ／Ａ 
4.3 回 4.9 回 5.5 回 5.7 回 

 

就労訓練事業に参加できないような、長期離職者や引きこもりの方を対象に、日

常生活の基礎能力の獲得（生活リズムの改善や家事能力の獲得など）から社会生活

のスキル（コミュニケーションスキルや一般マナーなど）の獲得・向上を目指した

セミナーや体験メニューを実施している。 

 

生活保護法第 55 条の 7 に基づく必須事業。被保護者の就労支援に関する問題に

ついて、被保護者及び担当職員からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行

う事業。具体的には、カウンセリングを通じて、アセスメントの実施や求職活動の

支援を実施している。 


